
（HP用）R3実施計画

※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号 交付限度額①
（令和２年度本省繰越分）（国のR2予算）

メールアドレス
交付限度額②

（令和３年１～３月補助裏分）（国のR2予
算）

交付金関連
事業費

交付限度額③
（令和３年４月以降補助裏分）（国のR3予

算）
事業者支援分交付限度額

（令和3年4月30日通知）（国のR3予算）

事業者支援分交付限度額（市町村）
（令和3年8月20日通知）（国のR2予算）

事業者支援分交付限度額（都道府県）
（令和3年8月20日通知）（国のR3予算）

地方単独事業分交付限度額④
（令和3年12月27日通知）（国のR3予算）

通常分交付限度額
（国のR2予算）

256,130                         事業者支援分交付限度額
（国のR2予算）

55,986                    

通常分交付限度額
（国のR3予算）

232,348                         事業者支援分交付限度額
（国のR3予算）

-                           

 本省繰越希望額
（R3補正による地方単独事業分交付限

度額④に係る希望額）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 393,385 24,750 12,375  381,010 371,010 10,000 - - - 

1 単 通常事
業

シルバーサ
ポートタク
シー事業

①新型コロウイルス感染症の影響により，多大な減益を
強いられているタクシー業界への支援と高齢者がワクチ
ン接種の移動手段としてタクシーを使用した際に，初乗
り相当分のタクシーチケットを交付することにより，感染
予防対策としてのワクチン接種に対する環境整備を行
う。
②③
事業総計8,702千円
内訳）
・タクシーチケット
タクシー初乗り分740円×６枚（接種３回分）×1,436名
（70歳以上になる高齢者×使用率見込み約1割）＝6,376
千円
・チケット印刷代　1,500千円
・郵送料　826千円
④運転時シルバーマーク掲示対象となる今年度に70歳
以上になる高齢者（施設入居者を除く）

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R4.3 8,702 8,702 8,702 - - R3補正（地）

2 単 通常事
業

36
避難所環境
整備対策事
業

①感染予防対策を考慮した避難所開設を円滑に行うた
め、備品を保管するための倉庫と備蓄品の充実及び環
境整備を図る。
②③
・防災倉庫1基　13,100千円
・移動式エアコン　@1,300千円×３台=3,900千円
・移動式エアコン運用に係る電力確保整備工事
　＠3,000千円×１か所＝3,000千円
④避難所

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.8 R4.3 20,000 20,000 20,000 - - R3補正（地）

3 単 通常事
業

60％お得！
常総プレミア
ム商品券事
業

①販売額に60％のプレミアム分を上乗せした市独自の
商品券を発行し，新型コロナウイルス感染症の長期化に
より，深刻な影響を受けている地域経済の活性化及び
市民生活の支援を図る。
②商品券プレミアム分及び事務委託経費
③プレミアム分　63,474千円（3千円×21,158冊）
　 事務委託経費　28,592千円
　 その他事務費　134千円
④市民及び市内事業者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活

性化

⑲商品券・旅
行券

R3.6 R4.3 92,200 92,200 92,200 - - R3補正（地）

4 単 通常事
業

39
オンライン就
職説明会事
業

①新型コロナウイルス感染症拡大により、思うように就
職活動が出来ない求職者を対象に、オンラインでの就職
説明会を開催し、市内企業の採用機会の創出と就職活
動支援を図る。
②イベント業務運営委託費
③委託料　4,000千円
④求職者及び市内事業者

－ － － － － －
①-Ⅱ-１．雇

用の維持
㉑いずれも該

当しない
R3.6 R4.3 4,000 4,000 4,000 - - R3補正（地）

5 単 通常事
業

都市計画情
報オープン
データ化事業

①都市計画基本図データを更新・整備し、都市計画情報
をWeb上で公開することで、窓口に来庁することなく情報
の閲覧を可能にするとともに、窓口に専用端末を設置し
接触の機会を減少させることで感染リスクを低減する。
②データ更新・整備のための委託料
③都市計画基本図データの更新・整備及び窓口システ
ム　導入委託料：81,920,000円
　消費税：8,192,000円　合計90,112,000円
　うち，Ｄ'国のR2予算分80,112,000円を充当
④市内全域

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

④行政IT化 R3.8 R4.3 80,112 80,112 80,112 - - R3補正（地）

6 単 通常事
業

12

避難所におけ
る感染拡大
防止対策（市
内小中学校
屋内運動場
のトイレ改修）
事業

①新型コロナウイルス感染症対策として，指定避難所で
ある学校屋内運動場のトイレについて，洋式化によりウ
イルスの飛沫を防止し，学校外部から不特定多数の避
難者を受け入れることによる感染リスクを低減する。
②和式便器を洋式便器に改修する経費
③工事費40,000千円（便器51箇所）
④市内19校のうち16校の小中学校屋内運動場のトイレ

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R4.3 40,000 40,000 40,000 - - R3補正（地）

7 単 通常事
業

102
修学旅行キャ
ンセル料等支
援事業

①常総市立小中学校が実施を予定していた修学旅行等
を，新型コロナウイルス感染症の感染防止のために中
止又は延期したことにより発生したキャンセル料等につ
いて，保護者の経済的な負担軽減を図る。
②修学旅行等を中止した場合に発生する費用（企画取
消料・キャンセル料等）
③企画取消料・キャンセル料等
5月補正　3,452千円
8月補正　　396千円
11月補正　2,688千円　　　合計　6,536千円
④市立小中学校の児童・生徒の保護者

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休

業等を円滑に
進めるための

環境整備

㉑いずれも該
当しない

R3.6 R4.3 6,536 6,536 6,536 - - R3補正（地）

9,483                                                                                                     

★★★令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 茨城県 256,130                                                                 246,647                                                                                                  

地方公共団体名 常総市 -                                                                          

通常分
既配分額（国のR2予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR2予算）

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

-                                                                                                           国庫補助事業費

都道府県・市町村コード（５桁） 08211 371,010                                                             9,225                                                                    9,225                                                                                                     

担当部局課名 市長公室常創戦略課 12,375                                                               55,986                                                                  

国のR2予算分（交付限度額①、②、事業者支援分（市町村）） 通常分　今回配分予定額
（国のR3予算）

事業者支援分
既配分額（国のR2予算）

10,000                                                                                                                                         - 223,123                                                                                                  

地方単独事業費のうち通常事業分担当者氏名 255,702                                                             55,986                                                                                                   

地方単独事業費のうち事業者支援分 事業者支援分　今回配分予定額
（国のR2予算）

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

-                                                                      

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

223,123                                                                                                  

544,464                                                                                                  

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

配分予定額計
（国のR2予算）

配分予定額計
（国のR3予算）

配分予定額計

移替先

312,116                                                                 国庫補助事業費 -                                                                      

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

事業者支援分　今回配分予定額
（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額③、④、事業者支援分（都道府
県））

                                                                          -102,933                                                             

事業者支援分
既配分額（国のR3予算）

合計

事業
終期

総務省

9,225                                                                    地方単独事業費のうち通常事業分 10,000                                                               

地方単独事業費のうち事業者支援分 321,341                                                                 



（HP用）R3実施計画Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

8 補 12
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）
①引き続き学校における感染症対策の徹底を図りなが
ら，児童生徒の学びのための取組に必要な経費を支援
するとともに，教職員の資質向上を図る。
②感染症対策に必要な保健衛生用品等の追加購入，子
どもたちの学習保障のための備品等購入，教職員の資
質向上のための研修費用
③繰越明許分　18,800千円
　11月補正　　　　2,350千円　合計　21,150千円
（内訳）
保健衛生用品　　　　　5,350千円
施設消毒用品　　　　　2,500千円
学習用教材・消耗品　  　600千円
クリーニング代　　　　  　 600千円
教職員研修費用　　　　　100千円
バス借上料　　　　　　　3,000千円
3密対策用備品　　  　　9,000千円
④市内小中学校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 21,150 21,150 10,575 10,575 10,575 - - -        R2補正（国）

9 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

12

新型コロナウ
イルス感染症
対策事業者
支援補助金

①新しい生活様式に対応した感染防止対策を行う中小
企業に対し，取り組んだ費用を補助する。
②中小企業の新しい生活様式に対応した感染防止対策
に係る経費
③55,986千円
（内訳）
補助金　　100千円×550事業者　　　 55,000千円
事務費　　 郵送料，印刷代等　　　　　　986千円
④市内に事業所を有している法人及び市内に事業所又
は住所を有している個人事業者

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.10 R4.3 55,986 55,986 55,986 - - R3補正（地）

10 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

16
自宅療養者
生活支援事
業

①新型コロナウイルス感染症に感染し，自宅療養を指示
された感染者及び濃厚接触者とされる同居家族に対し，
外出制限下で物的配送支援を行うことにより，自宅療養
に専念できるよう支援する。
②生活支援物資購入費用(食料品及び日用品１週間
分)、梱包・配送費用など、それぞれ購入・業務委託する
経費
③1週間分配給セット@7,000円×240セット　　1,680,000
円
配送費用　@2,200×240個　　528,000円
合計　2,208,000円
④常総市

【対処方針（令和３年８月17日変更）P39】
健康観察業務の業務委託等により，宿泊療養者・自宅
療養者に対する健康管理体制を確保するものとする。

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 2,208 2,208 2,208 - - R3補正（地）

11 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

24
鉄道安全輸
送設備整備
事業補助金

①新型コロナウイルス感染症の影響により利用者が回
復しない関東鉄道常総線について，線路設備又は信号
保安設備の改修等に係る工事に対して茨城県及び沿線
自治体と協調補助を行うことにより，安全安心な継続運
行を支援する。
②路線設備又は信号保安設備の改修等に係る工事に
対しての補助金
③補助金　9,627千円
④関東鉄道㈱

－ － － ○ － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 9,627 9,627 9,627 - - 

 列車中央
制御装置の
更新

1式

 広報紙
国土交通省
鉄道施設総合安全対
策事業費補助

R3当初（地）

12 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

24 公共交通支
援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により利用者が回
復しない公共交通事業者（鉄道事業者，路線バス事業
者，タクシー事業者）に対し，本市における地域公共交
通の安定的な運行及び市民の日常的な移動手段を確
保するため，支援金を交付する。
②安定的な運行及び移動手段の確保に資する経費
③鉄道事業者　1,000千円／1事業者
路線バス事業者　500千円×2事業者
タクシー事業者200千円×5事業者
④公共交通事業者（鉄道，路線バス，タクシー）

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.12 R4.3 3,000 3,000 3,000 - - 

 本市で運行
する交通事
業者数の維
持

鉄道事業者
1社
路線バス事
業者2社
タクシー事
業者5社

 広報紙 R3補正（地）

13 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

水田転作推
進事業

①新型コロナウイルス感染症の影響による外食・中食需
要の落ち込みにより，米の販売価格の下落が懸念され
ることから，稲作経営の安定のために，主食用米から飼
料用米等への転換に助成を行うことで農業者支援を図
る。
②転作作物への助成金
③
助成単価（1ha当たり）
麦・大豆・そば　20千円，飼料用米　60千円，輸出・加工
用米　65千円，特別栽培米　30千円
○飼料用米　280ha×60千円＝16,800千円
○輸出・加工用米　▲94ha×65千円＝▲6,110千円
○麦・大豆・そば　▲7ha×20千円＝▲140千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　差引　10,550千円
④農家

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 10,550 10,550 10,550 - - 

 生産数量
目標に相当
する数値

2,695ha

 広報紙
農林水産省
戦略作物助成等

R3補正（地）

14 〇 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

23
修学旅行等
バス増台事
業

①新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点から，
より安全な修学旅行等を実施できるよう，バスを増台ま
たは車種変更した場合の費用を支援する。
②バスを増台または車種を変更した場合の経費（有料
道路代，駐車料金を含む）
③バス借上料　4,406千円
④市立小中学校

　【対処方針（令和４年１月７日変更）P34】
幼稚園，小学校，中学校，高等学校等については，子供
の健やかな学びの保障や心身への影響の観点から，
「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生
管理マニュアル」等を踏まえた対応を要請する。
※学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛
生管理マニュアル（Ver.7※2021.12.10一部修正）P59⇒
旅行関連業における新型コロナウイルス対応ガイドライ
ンに基づく国内修学旅行の手引き（第４版）P4に記載あ
り。

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休

業等を円滑に
進めるための

環境整備

㉑いずれも該
当しない

R3.12 R4.3 4,406 4,406 4,406 

 二学期以
降の修学旅
行等実施学
校数

14校

 広報紙 R3補正（地）
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特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

15 〇 補 103
公立学校情
報機器整備
費補助金

文科

（GIGAスクールサポーター配置支援事業）
①GIGAスクール構想実現に向けての取組が急速に進
む中で，学校におけるICTの利活用は必要不可欠なもの
であり，学校間での差が生じないよう，学校での授業等
におけるICTの活用をより推進するため，現場の先生方
にアドバイスができるGIGAスクールサポーターを配置
し，学校と教育委員会との連携を図り，学校ICTのハード
面だけでなくソフト面からの充実を目指す。
②ICT技術者の配置に要する経費
③人件費3,600千円
一か月あたり1,200千円×3カ月
サポーター1名が19校を随時巡回
④市内公立小中学校

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

⑨教育 R3.12 R4.3 3,600 3,600 1,800 1,800 1,800 - - -        

 支援員によ
る学校訪問
日数

46日

 広報紙 R2補正（国）

16 〇 単 通常事
業

103

公立学校情
報通信ネット
ワーク環境施
設整備費補
助金（家庭学
習のための
通信機器整
備支援事業）

①新型コロナウイルス感染症の影響による小中学校の
臨時休業時も、すべての児童生徒の学びが保障される
よう，インターネット環境の整っていない家庭に対して，
家庭学習のための通信機器を整備する。
②モバイルWi-Fiルーター本体購入経費
③総事業費10,450円×100台＝1,045千円
国庫補助10,000円×100台＝1,000千円
充当対象額1,045千円-1,000千円＝45千円
④市内公立小中学校

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

⑨教育 R3.12 R4.3 45 45 45 - - 
 貸出台数

97台
 広報紙

文部科学省
公立学校情報通信
ネットワーク環境施設
整備費補助金

R3予備費（地）

17 〇 単 通常事
業

103 AIドリル導入
事業

①新型コロナウイルス感染症が再拡大した場合の自宅
などでの学習を継続や，通常の学級活動の中で，児童
の個別最適な学習を継続して行えるようにするため，児
童生徒が一人一台で活用しているタブレットで利用が可
能なAIドリルを購入する。また，これにより教員の働き方
改革への取組にも寄与することが期待される。
②ソフトウェア利用ライセンス購入費
③総事業費2,406千円
12,033千円（R4.1月～R5.3月）÷1５カ月×３カ月分（R4.1
月～R4.3月）＝2,406千円　※千円未満切捨て
④市内公立小中学校

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

⑨教育 R3.12 R4.3 2,406 2,406 2,406 - - 

 オンライン
学習実施学
校数

19校

 広報紙 R3補正（地）

18 〇 単 通常事
業

103

確定申告・住
民税申告相
談事前予約
システム導入
事業

①例年，密な状況となる確定申告・住民税申告相談会
場について，申告相談の予約制を導入することにより，3
密対策を図り会場内での感染予防を実施する。
②予約システム導入経費，オペレーター人件費
③総事業費　1,701千円
・予約システム導入　176千円
・オペレーター人件費
　1,650円×7ｈ×4人×33日間＝1,525千円
④市役所

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.3 1,701 1,701 1,701 - - 

 申告相談
来場者数

6,800人

 広報紙，HP R3当初（地）

19 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

社会体育施
設指定管理
者支援事業

①市からの要請による休館により，利用料収入が減少
する社会体育施設の指定管理者へ支援金を支給するこ
とで，指定管理者の経営支援と，公共施設の安定した運
営を図る。
②支援金
③@10,000円×46日×9施設＝4,140千円
④指定管理者

－ ○ － ○ － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

㉑いずれも該
当しない

R4.3 R4.3 4,140 4,140 4,140 - - 

 年間利用
人数維持

【目標人数】
260,000人

 広報紙 R3補正（地）

20 〇 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

ワクチン接種
体制確保事
業

①ワクチン接種体制を確保するため，５月から１１月まで
に個別接種に協力する市内医療機関を対象に，協力金
を給付する。
②接種回数に応じた協力金
③200円×65,078回＝13,016千円
④市内16医療機関

　【対処方針（令和４年１月7日変更）P10】
新型コロナウイルス感染症の重症化や発症等を予防す
るため、迅速なワクチンの追加接種を進め、接種を希望
する全ての方が追加接種を受けられるよう、体制を確保
すべく戦略的に取り組むとともに、比較的若い世代等を
中心に、１回目・２回目接種が完了していない者へは引
き続き接種機会を確保するとともに接種を促す。

－ ○ － － － －
①-Ⅰ-３．医
療提供体制

の強化

㉑いずれも該
当しない

R4.3 R4.3 13,016 13,016 13,016 - - 

 １，２回目
接種回数

100,000回

 広報紙 R3補正（地）

21 単 通常事
業

都市計画情
報オープン
データ化事業

（№５と同一事業）
①都市計画基本図データを更新・整備し、都市計画情報
をWeb上で公開することで、窓口に来庁することなく情報
の閲覧を可能にするとともに、窓口に専用端末を設置し
接触の機会を減少させることで感染リスクを低減する。
②データ更新・整備のための委託料
③都市計画基本図データの更新・整備及び窓口システ
ム　導入委託料：81,920,000円
　消費税：8,192,000円　合計90,112,000円
　うち，Ｄ''国のR3予算分10,000,000円を充当
④市内全域

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

④行政IT化 R3.8 R4.3 10,000 10,000 10,000 - - R3補正（地）


